
平成25年度 徴収業務の取組状況（9月末現在）

平成25年11月

京都地方税機構

徴収実績

200億1800万円(現年課税分58億平成25年9月末現在、京都地方税機構では移管を受けた

して2400万円、滞納繰越分141億9400万円)に対して徴収業務を進め、43億1500万円を収納

いる。

前年同期比では、移管額は16億3800万円の大幅な減少であるのに対し 収納額は1億8900、

収納率は現年課税分は2.6ポイント､滞納繰越分は1.8ポイント万円の増加となっており、

している。向上し、合計では2.5ポイント向上

（単位：百万円、％）

移管額 a 収納額 b 収納率 b/a
現年課税 滞納繰越 計 現年課税 滞納繰越 計 現年 滞繰 計

24年9月末 5,839 15,817 21,656 2,008 2,118 4,126 34.4 13.4 19.1

25年9月末 5,824 14,194 20,018 2,157 2,157 4,315 37.0 15.2 21.6

増 減 -15 -1,623 -1,638 149 39 189 2.6 1.8 2.5

（注 ・移管額：現年課税は、構成団体において25年度に課税し移管した額）
滞納繰越は、構成団体において24年度以前に課税し移管した額

・収納額：現年課税・滞納繰越とも、25年４月～９月に収納した額
・収納率は、千円単位の移管額・収納額により算出
・四捨五入により計算が合わない場合がある。

滞納処分実績

前年度に引き続き、個別事案に応じた的確な差押えの執行に努めており、差押件数は､

、 収入した金額は前前年同期比で113件（-3%）とわずかに減少しているが 滞納処分により

しており、特に債権差押受入金は3800万円（＋11%）増加となって年同期比で750万円増加

いる。

○滞納処分件数（25年４月１日～９月30日執行分）
（単位：件）

処分の内容 対 象 財 産 24年９月末 25年９月末 増 減

不動産 319 207 -112

動 産 32 42 10

預貯金 1,963 2,012 49

差 押 え 給料 272 223 -49

債 権 生命保険 527 545 18

その他 436 407 -29

小計 3,198 3,187 -11

計 3,549 3,436 -113

不動産 199 210 11

参加差押え 動 産 1 0 -1

二重差押え 債 権 79 90 11

計 279 300 21

交 付 要 求 573 625 52

滞納処分合計 4,401 4,361 -40



○換価状況（25年４月１日～９月30日充当分）

（単位：千円）

区 分 24年９月末 25年９月末 増 減

公売代金受入金 35,729 9,223 -26,506

預貯金 173,166 172,622 -544

給料 40,699 57,985 17,286

債権差押受入金 生命保険 51,082 60,450 9,368

その他 72,846 84,751 11,905

小計 337,793 375,808 38,015

差押現金 300 42 -258

交付要求受入金 36,855 33,111 -3,744

計 410,677 418,184 7,507

（注 「換価代金」欄は、徴収金への充当額を記載している。）

公売の実施状況

前年度に引き続きインターネット公売を積極的に実施している。

買受代金額は､前年同月比で1752万円の減少となっている。

（単位：件、千円）

公売公告件数 買受代金額
不動産 自動車 動産 計 不動産 自動車 動産 計

24年９月末 55 0 28 83 45,423 0 1,216 46,639

25年９月末 42 3 41 86 27,872 445 802 29,119

増 減 - 13 3 13 3 - 17,551 445 - 414 - 17,520

催告センターの取組

滞納初期段階における集中的な催告により、滞納件数・滞納額を圧縮し、地方事務所で

の滞納整理の充実を図るため、以下のとおり取り組んでいる。

(1)業務内容

①文書催告

・現年課税分（30万円以下の滞納）について、催告書をマシン処理で作成し一括送付

・滞納繰越分について各地方事務所が選定した案件の催告書を作成し送付

②電話督励

・現年課税分の文書催告後、電話により納付の呼びかけ等を実施

(2) 業務実績（平成25年９月末現在）

①文書催告

・現年課税分 71,307通（前年同期：60,671通）

・滞納繰越分 48,267通（前年同期：38,357通）

②電話督励

・架電件数 9,918 うち通話件数 6,220

（前年同期：架電件数 4,217 うち通話件数 641）

その他の取組

６地方事務所で し、現金、動産の差押え等を実施した。22回の捜索を執行

（前年同期：５地方事務所で14回の捜索を執行）


